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１　はじめに

感化院は1900（明治33）年に感化法が制定され、1908（明
治41）年の法改正を経て全府県に設置されるに至った。不
良行為をなすまたは不良行為をなす虞のある児童を対象
とした施設であり、学校とは異なっていた。事実、感化院
（1934（昭和9）年から少年教護院）は、文部省ではなく内
務省（1938（昭和13）年以降は厚生省）所管の施設であっ
た。

しかしながら、感化院・少年教護院関係者は、学校側と
情報共有や相互協力を行うことを求めていた。たとえば田
澤（1999）によれば、感化院出身の経歴を秘匿するため、あ
るいは中等教育を受ける準備として、感化院の児童が地元
の普通学校に通学していた例があった（田澤[1999]207-
208）。さらに義務教育修了証書は中等教育への進学者だけ
でなく、就職者にも要求されるようになり、感化院は児童
が卒業証書を入手できるよう工夫を行うようになった。そ
れはしばしば、試験を受けて小学校長の認定を受ける等
の、本来は容認されないが「内務、文部両省の知らぬふり」
（田澤[1999]211）によって機能した（田澤[1999]209-211）。
また、小学校の教員に学科授業などを参観するよう案内を
出し、当日は143名もの出席を得た少年教護院もあった（静
岡県立三方原学園[1981]51-52 ;佐々木・藤原[2000]519-
520）。小学校の運動会、野球大会に参加したり、学芸会の
見学などを行う施設もあった（佐々木[2012b]113-117）。

だが、こうした連携に至るまでの経緯は、容易ではなか
ったと思われる。どのような経緯を経てこうした連携が行
われるようになったのか、その具体的な方法や成果につい

ては明らかではない。
田澤も指摘するように、感化院が学校との連携を求めた

理由の一つは、感化院の児童にも小学校の卒業証書を授与
するためであった。

少年教護法24条では、文部省の承認を経ることで少年教
護院長が尋常小学校の教科を修了認定できることが定め
られた。だが、少年教護院の中には、その独自性や特殊性
は学校教育とは異なるとして承認を求めない施設もあっ
た（佐々木[2012b]16-18）。さらに、小学校の教科の修了を
認定する文部省の承認を得るための条件を満たすことは、
多くの少年教護院にとって困難であった（立浪[2017]98）。
そのため小学校の教科の修了認定が可能になったのは、全
国に約50あった少年教護院の半分以下であった（佐々木
[2012b]16 ）。では、文部省の承認を経ず、尋常小学校の教
科の修了認定をしなかった少年教護院にとって、学校との
連携は何のためだったのだろうか。

本稿では、小学校の教科の修了認定権を得なかった石川
県の感化院・少年教護院に着目し、感化院・少年教護院
が、どのように学校との連携を模索していったかを明らか
にすることを目的とする。石川県の感化院は1908（明治41）
年に設立され、石川県育成院と称した。なお、本稿では以
下、改称後の名称である石川県立加能実修学校も含めて育
成院と称する。

その後、育成院は1934（昭和9）年に少年教護院となり、
1938（昭和13）年に石川県立加能実修学校と改称した。育
成院は、小学校の教科の修了認定については関心を持ち続
けなかった（立浪,2017）。しかし、育成院の場合は、文部
省の承認を経なかったにも関わらず、様々な形で学校と連
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石川県の感化院・少年教護院が学校との連携を望んだ理由として、本来は学校の業務を代替しているという
意識があったこと、早期発見の必要を感じていたこと、にもかかわらず学校の非協力的な態度や感化院・少年
教護院に対する偏見があったことへの不満があった。また、学校との連携の方法としては調査、会議、相互訪
問・交流があった。少年教護院側は学校側が協力的でないことに不満を持ち続けたが、1941(昭和16)年以降学校
からの教護相談が増加したことは、少年教護院側にとって学校が不良児の教育・保護への積極性を高めたと捉
えることができることであり、改善と受け止められたと考えられる。
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新見公立大学紀要　第39巻
pp.  53−57,  2018



携しようとしていたことが窺えるのである。
本稿のこのような目的に対する第一の課題として、育成

院がなぜ学校と連携しようとしたかを考察する。また第二
の課題としては、育成院がどのような連携を行っていった
かを明らかにする。対象時期としては、少年教護法施行に
より学校教育との接近が高まった1934（昭和９）年前後を
対象とする。

主な資料としては、大正後期から1942（昭和17）年頃ま
で、育成院の後援機関であった石川県育成院共済会（昭和
10年から石川県少年教護協会）の広報誌である「共済」「石
川教護時報」を用いた。ここでは育成院の各院長の本名お
よび筆名（立浪[2017]105）による論稿をはじめ、支援者や
児童が執筆しているほか、各月の育成院およびその後援機
関の「便り」と称された簡潔な日誌が掲載されている。

なお、感化院・少年教護院の対象となる児童について、
当時の資料では「不良児「不良少年」「保護少年」「要保
護児童」「教護少年」などの用語が用いられているほか、先
行研究では「不良の子ども」「非行児童」といった表現も
見られる。本稿では、引用箇所については引用に基づき用
語を用いるほか、便宜上、今回資料とした石川県の資料の
中で最も多くの人に用いられていた「不良児」を用いる。

その他の用語について、本稿は歴史的研究であり、現在
は使用されない場合も含め用語は当時のまま用いる。

２　学校との連携における背景と目的

（1）育成院における不良児の教育に対する学校教育の責
任の認識
不良児の教育に対する学校の責任については明治期か

ら指摘されている。たとえば1909（明治42）年に内務省主
催で開催された感化救済事業講習会でも「感化院は普通教
育の欠陥を補うために必要である」「将来的には教育制度
の中に入るべき」（内務省地方局[1909]284,301）と指摘され
ていた。

昭和期においても同様に、1935（昭和10）年から1939（昭
和14）年まで育成院長を務めた池田実道は、「学校当局が
少年を発見したる場合に進んで保護の途を講ずると否と
がやがて少年をして不良を深化せしむるか否かを結果す
る」と学校が不良児の保護する意義を述べ、「教育職員各
位の連絡を乞ふて止まぬ」と学校から育成院への連絡を望
んだ（祖山生[1935]4-5）。1939（昭和14）年から育成院長
を務めた鈴木一雄も、「本校に入学してくる少年は国民学
校が責任を持つべき子供である。しかし其の異常、特性に
従つて国民学校では教育困難とされた少年が本校に来る
のであつて本校は国民学校の特殊学校と云ふべきである
（晴山生[1941]2）と述べるように、育成院で行っている教
育は本来は学校教育の一部であるという認識があった。

日常的に不良児の観察が可能な学校からの相談は、少年

教護院にとって不良児を発見する手段として高く期待で
きる方法であり、不良児に対する教育および少年教護院へ
の連絡は、学校の当然の責務と育成院は考えていた。少年
教護法で学校長が少年教護院への入院を具申できると定
められたことにより、その意識はさらに強まったと考えら
れる。同時に、田澤（1999）も指摘するように、感化院・
少年教護院側は自分たちは小学校にはない専門性を持ち、
不良児が入院することで学校以上の改善効果があるとい
う自負があった。ただし、感化院の収容人数には限りがあ
り、院外で保護する手段の検討も必要であった（富山県
[1931]34-35）。
（２）育成院における不良児の早期発見の意義の認識

育成院は、なぜ学校側からの相談・連絡を求め、不良児
を発見しようとしたのだろうか。昭和初頭に育成院長を務
めていた加藤政吉は1931（昭和6）年、「小学校等における、
軽度の不良児の早期発見と云ふことが如何に大切である
か」と早期に不良児を見つけることの重要性を主張し、そ
の理由として、「尋常科在学中より来るもの」は、「高等
小学校在学」や高等小学校在学の児童と同年齢の者よりも
「比較的好成績を挙げ」ることを述べている（石川県社会
事業協会[1931]43）。参加者の一人であった内務省嘱託の原
泰一（1884-1977）も、「高学年へ進めば進むほど直し難い
のも事実」と述べた（石川県社会事業協会[1931]43）。

また、加藤の後に院長となった池田も「早期保護の徹底
を期す」と題した記事を著し、ある「異常性行」を持つ児
童について「学校当局がもっと積極的に関係機関と協力し
て其の対策を講じたならば、斯く迄に悪化せしめずして止
んだのではないかと」感じたと述べ、「児童少年の不良傾
向を早期に発見し、適当なる保護を講じて行くことこそ、
学校、家庭、社会各方面の重大任務」と主張した（祖山生
[1938]2）。

不良児の早期発見については全国の感化院・少年教護
院で高い関心があった。たとえば新潟県立新潟学園の園長
も不良児の早期発見および保護を「実に重要問題」と述べ、
不良行為が現れるのは「大抵八才頃が最も多い」こと、「不
良行為発生後一年位の者は最も教化し易いが六、七年も経
つと殆ど教化不可能である」との見解を述べた（富山県
[1931]34）。そして早期発見のためには学校が不良児を発見
すること、さらには彼らについて感化院で教育・保護を行
う体制が効果的と考えた。
（３）学校側の育成院との連携に対する非協力への不満

先述したように、感化院は学校教育の欠陥を補うもの、
本来は学校教育の責務という認識は感化院設立当初より
指摘されていたことであった。加えて、不良児の早期発見
にあたって学校教育の協力が効果的という理由も学校と
の連携を強く求める要因であった。さらに、不良児の教育
には早期発見、早期教育は不可欠と自覚するようになる。
そのために学校側が不良児を把握し、感化院側に連絡する
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ことを求めたのである。
しかしながら、育成院側は学校が連携に非協力的だとい

う不満を感じていた。加藤は、学校が見栄えのするスポー
ツ選手の養成には尽力するのに対し、不良児の教育には熱
心でないと批判した（石川県育成院共済会[1932]6）。また、
池田は1937（昭和12）年の記事「少年の不良化防止につき
真剣に考察せよ」において、少年の事件にあたり学校が学
校の名誉にのみ拘泥し、少年の処分については何等講じな
いことを批判し、学校当局が少年を退学させたからといっ
て責任がないとは言えないこと、むしろ学校が適当な方策
を講じなかったことこそ学校として逃れざる責任である
と主張した（祖山生[1935]2）。

さらに池田は、責任は学校だけでなく地域社会にもある
ことを指摘した。すなわち社会の人々が「教育者を全智全
能と過信し」、教育者が社会に不良児の教育に対して協力
を求めるような際にはその教師を「無能力者として白眼視
する」背景を指摘した。そして学校が「社会」に、協力を
求めづらい状況にあると批判した。その上で、「学校を追わ
ねばならぬ様な少年を発見した時」には、関係各機関に協
力を求めることを含めた「次善の策を講ずる」教育者こそ
「最も優秀なる者」であると述べた（祖山生[1937]2）。学
校に在籍する不良児を学校だけで抱えこむのではなく社
会に協力を求めるということは、その主な方法としては少
年教護院に不良児の保護を依頼することを意味している
と言って良いであろう。

1931（昭和6）年、石川県、富山県、福井県、長野県、新
潟県により開催された北信五県感化教育研究会では、「不
良児を調査し比較研究すると共に対策を講ずる参考にし
たい」と、五県共通の調査を行うこととなった（詳細は後
述）。しかし、それ以前に調査を独自に行った富山県の感
化院長は、こうした調査の回収率が非常に低いことへの懸
念を述べている。さらに、福井県の感化院長も県の学務部
長名で学校に照会すれば厳重に回答してくれるだろうと、
学校の非協力的な対応を踏まえた提案をしていた（富山県
[1931]40-41）。

何よりも学校は、池田が指摘したように、不良児の教育
をいわば放棄することが可能であった。すなわち1890（明
治23）年制定の第二次小学校令以降、当時の小学校令では
性行不良の子どもの出席を停止できることが明記された
のである。さらに池田は、「精神的・身体的に欠陥あり」の
ため小学校令で就学猶予・就学免除が定められているこ
とに対し「敬遠せられて何等の方法も講じられなかったな
らば、児童の不良化せざるが寧ろ不思議である」と就学猶
予・免除制度についても児童の不良化防止の観点から批
判した（石川県少年教護協会[1939]1）。
（4）感化院・少年教護院に対する偏見への不満

育成院は、自分たちの施設が犯罪者が行く場所、行くべ
きでない場所といった偏見を、学校はじめ社会が持ってい

たことに対しても不満を感じていた。池田は感化院が少年
教護院に改称された際に、「刑務所と改称したと同一視さ
れた」と指摘した（池田[1936]1）。こうした偏見は石川県
に限ったことではなく、たとえば富山県でも少年教護院は
「キカン学校」と呼ばれ、それを校名と思っている人々も
いたという（石川県少年教護協会[1941]5）。キカンとは、富
山県の方言で「いうことを聞かない者」を意味する。

こうした偏見は学校においても同様であり、鈴木一雄は
国民学校の女性教員が、教え子が育成院に在院しているこ
とを知り「まあお前は、こんな所へ来て居るのか、なんと
いふなさけない子だらう」と嘆いた話や、「あんな学校へ
やるのは可愛想だ」と育成院への入院を反対した教員の話
を紹介し、学校における少年教護院に対する誤解であると
訴えた（晴山生[1941]2）。そして教師が少年教護院を「不
良少年の収容所といった先入観」から抜け出せないことを
批判した（晴山生[1941]2）。

このように育成院では、学校の業務を代替しているとい
う認識を持っていたほか、不良児を早期に発見することが
重要でありそのためには学校が早期に不良児を発見して
感化院・少年教護院に相談・連絡することが効果的と考
えていた。にも関わらず、育成院から見た学校は、不良児
の教育・保護や早期発見に対して消極的、非協力的であ
り、感化院・少年教護院を行くべきない場所、刑務所のよ
うな場所という偏見を持っていると考えられていた。この
ことに対する不満が、育成院に学校との連携を模索するこ
とに繋がった。

３　連携の方法とその成果

学校との連携を模索するにあたり、育成院は具体的にど
のような連携の方法を取ったのだろうか。その主な方法
は、調査の実施、会議の開催、訪問・交流であった。
（１）調査の実施

まず、先述したように学校へ調査を行った。具体的には、
まず1931（昭和6）年の北信五県感化教育研究会で、石川県
側が提案した北信五県共通の調査が挙げられる。「一定の
調査要項を決めてそれに依って各県が其の県下の不良児
を調査し比較研究すると共に対策を講ずる参考にし度い」
というのがその趣旨であった。この提案は会議に参加して
いた大阪府立修徳館長の熊野隆治も「誠に結構な案であ
る」と述べ、この調査が全国の模範となることを期待した
（富山県[1931]41）。調査項目は（表1）のようであった。

これを見ると窃盗、誑かし、詐欺、怠惰、徘徊、放火、変
態性欲、無断の映画演劇鑑賞などが不良行為とみなされて
おり、学校に照会することでこれらの行為のある児童数が
把握できると感化院が考えていたことがわかる。結果は後
述するように小学校との会議でも報告されており、広く共
有されることとなった（石川県育成院共済会[1932]6）。
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（2）会議の開催
育成院は、小学校長や教員らと会議を開催した。たとえ

ば1931（昭和6）年3月の青少年保護懇談会は提案者として
育成院長の加藤が発言した（石川県社会事業協会[1931]163）
青少年保護懇談会は、1930（昭和5）年の感化教育三十周年
を記念して開催が開始されており、1931（昭和6）年のそれ
は第二回目と思われる。参加者は社会課長、社会事業主事、
育成院長・教諭のほか、中学校長、小学校教員、方面委員
等約30名であった。会議の内容は早期発見の問題、幼稚園、
中等学校の不良児の対応たとえば中学を卒業後に上級学
校に入れなかった無職者への教育案、不良児の事例、さら
には不良化の防止のために放課後夕方父母が仕事から帰
るまで保護する保護学級の案などが話題として出された
（石川県社会事業協会[1931]162-169）。

1932（昭和7）年3月にも「第三回青少年保護懇談会」が
開催され、小学校長、方面委員、小学校訓導、中学校教諭、
住職や託児所保母なども含め約60名が参加しており前年
に比べ規模も大きものとなり参加者も多彩になった。1932
（昭和7）年の懇談会では、過去の懇談会で青少年不良化防
止法の具体案を作成することになっておりその報告、およ
び小さな私立の団体でできる範囲での案が提案された。ま
た、前述の北信五県感化教育研究会五県共通の調査の結果
が報告された。小学校側からは、回答に悩む項目に関して
質疑も見られた。感化院側の「小学校等が親が悪いとか、保
護者が適当ではないというやふな欠陥、家庭の欠陥がある
子供に対し、どのような方法を取っているか」という質問
に対し、小学校長は「それは親に度々学校へ来てもらって」
「学校の先生も暇のある限りいきますが」と親の指導を行

っていること、「校友の調査」として「小さい子供が大き
なものとばかり遊んでいるとか、男でありながら女の子と
ばかり遊んでいることがあるからそういう方面の」調査を
していると答えるなど、学校側での対策の実施を主張し
た。また、神社に赤札を置き、それを取りにいかせること
でお参りをさせるという方法を取るなどの工夫を行って
いることなどが語られた。さらには「盗みをした」り、「本
や活動を見たり人の家に忍び込んだり」する不良児に困っ
ているという学校に「育成院に入れる話はしましたか」と
尋ねると、「育成院に入れれば育成院が困ると警察から注
意された」と小学校長は答えている。ここでは育成院に依
頼するということは重視されておらず、早期に連れてきて
ほしいと訴える少年教護院側との乖離が窺われる（石川県
育成院共済会[1932]1-6）。文部省の職員や小学校長からは、
不良児への対応が困難な理由として教員の多忙さが挙げ
られ、その対策として、教師ではなく外部の人間が校外指
導を行うことが提案された（石川県育成院共済会[1932]1-
6）。

1941（昭和16）年にも北陸三県少年教護院男子職員研究
会において、国民学校側職員との協議懇談会が開催された
ことが確認できる。参加者は育成院長および職員、近隣の
国民学校長および職員、富山県、石川県の少年教護院長お
よび職員等約30名であった。1941（昭和16）年の会議は、国
民学校令により体制が変化したため、少年教護院側が学校
側から教えを得たいという名目で開始された。実際には、
少年教護院の自習自学の精神を養う体制や他県の少年教
護院の学級分けの体制の説明、少年教護院の子どもの知能
についてなど少年教護院の状況を説明したほか、人が見て
いなくても少年教護院の子どもは働くという点が注目さ
れ指導方法を学校側が訪ねる場面があった。また、「特殊
教級」を持つ学校について相互に情報交換を行うなども場
面があった。いずれにしても少年教護院から小学校に教え
を得るというよりも相互の情報交換の意味合いが強かっ
た（石川県少年教護協会[1941]3-5）。

このように、育成院は学校関係者と議論・情報交換や育
成院に関する情報提供を行う場を持とうとした。参加者は
不良児への対応や家庭環境に対する対応等について情報
共有し議論を行った。
（3）訪問・交流

「共済」「石川教護時報」には育成院およびその後援機
関である石川県育成院共済会（石川県少年教護協会）の日
誌が記載されており、感化院・少年教護院と学校との様々
な目的による相互訪問・交流が行われていたことが確認
できる（立浪・岡[2018]30）。

これによると、1933（昭和8）・1934（昭和9）年には学
校での育成院長による保護者等に向けた講演会、児童同士
の直接の交流ではないものの関節的な交流、たとえば育成
院の児童が中学校で開催された県下尋常小学校児童剣道
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表１．北信五県要保護児童調査項目

出典：富山県立樹徳学園（1933）
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大会や、図書館で開催された小学校児童作ポスター展覧会
見学など育成院から小学校への交流は6回あった。また小
学校長や職員の育成院への訪問が2回見られた。この時期
は育成院から小学校へ出向くことが多かったと言えよう。
1935（昭和10）年になると、昭和8，9年一年に一回程度で
あった小学校からの訪問が増加しており、1935（昭和10）年
には学校長の訪問が4回見られた。その中には30名近い教
員の訪問など大人数によるものもあった。1937（昭和12）年
3月には育成院で学芸会が実施されたが、小学校生徒が各
種目に応援出演するなど、育成院の児童と小学校児童の直
接交流と思われる交流も見られた（教務係[1937]4）。

1941（昭和16）年・1942（昭和17）年は、以前とは逆に
小学校から少年教護院の訪問の方が増加していく。昭和
８、9年には年一回程度であった学校からの訪問は昭和16、
17年には計10件に増加した。なかでも「教護相談」の目的
による訪問が3件見られた。このことは単なる交流を超え、
学校側が育成院に相談を行うようになったことを示して
いる。育成院が望んだ学校から育成院への相談・連携が実
現しつつあったことがわかる（立浪・岡[2018]30）。

４　おわりに

本稿では、育成院が学校との連携を望んだ理由として、
学校の業務を代替しているという意識があったこと、早期
発見の必要を感じていたこと、にもかかわらず学校の非協
力的な態度や感化院・少年教護院に対する偏見があった
ことへの不満を挙げた。また、その方法としては調査、会
議、相互訪問・交流があった。育成院側は学校側が協力的
でないことに不満を持ち続けたが、調査の回答、会議での
情報交換、視察の増加など育成院側の働きかけには学校側
からの一定の返答がなされている。なかでも1941（昭和16）
年以降、教護相談が実施されるようになり、学校側に不良
児を教育・保護することへの積極性が見られるようにな
ったと言える。

育成院は、小学校の教科の修了認定とは異なる理由か
ら、学校教育と連携を持つ必要があった。少年教護院は、出
席停止を行い必要な教育・保護を行わない学校側よりも
専門性を持つ自分たちの方が不良児の教育・保護の場と
してより適切であると考えていた。したがって教護相談の
増加は、育成院にとって学校教育との連携の改善であり、
より望ましいものであった。

今後の課題としては、育成院と学校との関係が明治期か
ら昭和戦前期までの間にどのように変容したのかを考察
することで、学校が不良児を教育・保護すること、および
少年教護院に依頼することが、それぞれいつどの時期にお
いて少年教護院および学校にとってより適切とみなされ
るようになったか、あるいはならなかったかを明らかにし
たい。
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